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山東大学との共同研究会の報告
阿部秀二郎
はじめに
2014 年 12 月 18 日に開催された，山東大学との共同研究会について，報告する
1）
。本共同
研究会は「経済と経済環境の持続可能性」というテーマを設定した。しかし，このテーマの
下でさらに具体的な幾つかの項目を設定し，研究・報告を行う段取りを取るのではなく，テー
マに関連して各研究者が報告できる論題を収集するようにした。この背景には幾つかの要因
が存在するが，次の点にこの試みの価値を見いだせるかもしれない。各研究者が日頃から研
究している専門的な内容をテーマと関連させることで抽出される問題や課題は研究者自身に
とってもまた今後の両大学にとっても有意義なものとなるであろうということである。
今回の報告は両方の大学から 5 名ずつ，計 10 名の研究者による報告となった。次頁に共
同研究会のパンフレットを提示する。そしてパンフレット順に簡単に報告する。最後に課題
と今後の可能性を指摘する。
「挨拶」2）
まず吉村経済学部長が，山東大学経済学院の研究者と共同で作成し日本と中国で出版した著
書について触れ，これまでの交流の成果を紹介し，今回のテーマである「持続性」について共
同研究会そのものも持続することを祈念する旨の挨拶を行った。次に山東大学経済学院の李学
院長が，初の来訪の和歌山及び和歌山大学栄谷キャンパスの印象について触れ，吉村学部長同
様に交流や共同研究会の意義について，挨拶の中で指摘した。
それらの挨拶のあとで，山本学長が歓迎と感謝の意を表した後で，次の三つの課題を提示
し，共同研究会の意義を解説した。
一つ目は，経済発展をしている日本と中国であっても，それぞれ経済的な問題を抱えてい
るために，それらの問題を経済学において論ずる必要性があること。
二つ目は，政府レベルでの対立を抱えているときに，学術的な交流が重要であること。
三つ目は，大学は未来を担う世代を教育する義務を有しており，研究者でもあり教育者で
もある大学関係者が交流することで，将来の世代にプラスの効果を与えること。
1）	 	　開催に関する，補足情報については阿部秀二郎「山東大学経済学院との国際交流（2014 年 12 月）」『国
際教育センター年報』（第 11 号，2015）をご覧ください。
2）	 	　12 月 18 日の天気は荒れ，電車に遅延が生じたために，当日の最初に予定されていた和歌山大学長か
らの挨拶は後に回し，経済学部長と山東大学経済学院長との挨拶から研究会は始まりました。
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「第一セッション（個別論点）」
このセクションでは直接的には持続可能性と関連しない，個々の研究者の学術的で専門的
な研究成果が報告された。
最初は，李学院長による興味深いミクロ経済学のテーマ（Product	Varieties	 in	a	Monopoly	
Model）についての報告であった
3）
。具体的には，独占的企業による製品の多様性についての
企業の最適解と社会全体での最適解の比較，さらに政府の助成制度の影響についての報告で
あった。本報告は企業と社会との持続性に関する理論的分析であるとも指摘できる。
この報告に対して和歌山大学経済学部のマグレビ・ナビル（Nabil	MAGHREBI）先生が
質問者・討論者として，李学院長の報告内容について特に製品の質という変数に関する質問
と確認を行った。
次の報告は，クパニ・ルンビディ（Lumbidi	KUPANHY）先生による，経営学のテーマ（Why	
Should	Japanese	Electric	Companies	Disintegrate	their	Supply	Chain?）である
4）
。とてもス
ケールの大きな研究報告で，日本の電気会社の経営が悪化した原因に関する先行研究を踏ま
えた上で，サプライチェーンにおいて「破壊」を展開する必要性を導出した。
この報告に対して和歌山大学経済学部の高瑞紅先生が質問者・討論者として，日本語と中
国語で，クパニ先生の報告における分析上での産業毎の詳細な分析の必要性に関してコメン
トを提供した。
次の報告は，陳強先生によるやはり興味深い経済史のテーマ（State	Power	and	Taxation	
in	Autocracies:	Theory	and	Evidence	from	Late	Empirical	China）である
5）
。これまでの経済
学では，独裁制に関する分析が少ないとしたうえで，最近のゲーム理論を用いて独裁制がど
のような要素に基づいて成立しているのかを，清代後期のデータから分析した計量的な経済
史の内容であった。
この報告に対して今田秀作先生が，陳強先生が用いているモデルの前提が時代的に適切で
はないのではないかというクリティカルな討論を行った。この討論は学問自体の持続可能性
を考慮する上で興味深い研究アプローチ上の討論であった。
次の報告は，高瑞紅先生による，企業経営上の明確で具体的な問題を扱うテーマ（駐在員
派遣の仕組みと内なる国際化）である
6）
。最近海外へ進出している中小企業が増加しており，
それらの企業にとって駐在員の存在は大きいが，海外に出たがらない若者が多くなっている
という問題が指摘された。このために中小企業の海外展開の問題が指摘されていると言え
る。そしてこの駐在員制度のインバウンドにおける意義には余り注意されてこなかったの
3）	 　文末資料 1 を参照
4）	 　文末資料 2 を参照
5）	 　文末資料 3 を参照
6）	 　文末資料 4 を参照
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で，この制度を見直す必要性を指摘した。
この報告に対してクパニ・ルンビディ先生が質問者・討論者として，自身の報告と関連付
けながらコメントを提供した。
第一セッション最後の報告は，盖驍敏先生による不動産市場の問題を扱うテーマ（Does	
China	Really	Have	a	Serious	Real	Estate	Bubble?）である
7）
。この問題はその副題から理解で
きるように，不動産業と他の業種との，収益と債務とのバランスを分析するという会計的な
手法を用いて，不動産業は収益と債務の両方が共に大きく，他の産業の小さな収益と債務と
バランス的には違いがないという結論を導出し，特に不動産市場がバブルであるとは言えな
いと結論付けた。また中国の市場においては，不動産業が他の業種の集積に先んじて変動す
るという興味深い結論も導出した。
この報告は事前の問い合わせが最も大きなものであった。この報告に対しては，簗田優先
生が質問者・討論者として，中国政府はバブルと認識し政策を展開していることを指摘した。
その後他の研究者からも質問がなされた。
「第二セッション（全体論点）」
ここでは環境・労働・家族などのテーマに関する研究報告に基づき持続可能性を考慮しよ
うとするものである。そしてこのセッションでは一つの報告に対して，一人の質問者・討論
者が対応するのではなく，すべての報告の後で，質問者・討論者に質問・コメントをしてい
ただくことを予定した。
最初の二人の研究者の報告は，環境と経済に関するもので，次が労働と経済に関するもの
で，最後が家族と経済に関するものである。和歌山大学で予定した質問者・討論者は最初の
環境と経済に関しては荒井幸行先生と足立基浩先生に，労働と経済に関しては岡田真理子先
生に，家族と経済に関しては吉村典久先生に対応をお願いすることとした。
最初の報告は，孫淑琴先生による環境問題が労働移動にもたらす影響に関するテーマ（An	
analysis	of	pollution	externality,	labor	migration	and	tariff	protection）である
8）
。都市と農村
との間の労働移動に関するハリス・トダロモデルに，汚染と環境税とを組み入れ，汚染を削
減する技術や環境税が労働や資本に対して与える影響をシミュレートした。また労働移動に
関する変数として都市の最低賃金も考慮した。
次の報告は，金澤孝彰先生が継続的に研究されている産業連関表に，二酸化炭素の排出と
いう要素を導入することから理解できる課題を扱うテーマ（持続可能な発展と CO2 排出削
減促進のための経済的措置での日中の課題）である
9）
。本報告はアジア経済研究所によって 5
7）	 　文末資料 5 を参照
8）	 　文末資料 6 を参照
9）	 　文末資料 7 を参照
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年に一度公表される各国の産業連関表に，各国の二酸化炭素の排出を組み入れることで見え
てくる，複雑な二酸化炭素排出の責任問題を明確化し，COP20 の約束だけでは排出削減が
難しい事情を説明した。
上の二つの報告は，既存の理論または道具に依存しながら，環境汚染という変数を導入す
ることで見えてくるもの，問題を明確にする点で類似的なものである。持続可能な問題を扱
う上で共通的な方法を用いていること自体が興味深いものであった。
次の報告は，張乃麗先生による女性の労働力と経済発展とを関連付けるテーマ（女性就職
と日本経済に関する問題と影響）である
10）
。アベノミクスでの，女性就業が経済成長にもた
らす期待を丁寧に拾い上げ，その存在の大きさを明確にしてから，女性の就業率と経済成長
との相関的な関係を導出した。しかし歴史的には女性の就業率は経済成長よりも少し遅れて
展開すると指摘されることで，アベノミクスへの疑問を提示した。さらに女性の所得上昇が
女性の需要創出を導出することは現状では効果が見込まれないと指摘した。他方で女性労働
力を供給の面から把握する意義は認められ，就業施策の重要性を指摘した。
この報告では，日本と中国において，女性の働きかた，女性労働のあり方について共通点
が存在していることも指摘された。持続的な成長を求める日本における女性就業問題は東ア
ジア全体的な視野で研究されていく可能性を有すると推測されよう。
次の報告は，柳到亨先生による小売業者の意識比較を通した商業自体の理解の深まり，を
目的とするテーマ（東アジアの卸売商業集積における家業意識についての国際比較）であ
る
11）
。議論の出発点は小売商店が家業を営む際に，どんな財産を重視するのかという分析で
あった。報告者はその分析を東アジアの韓国と中国と日本とで比較した。中国は市場取引の
ある財産を重要視する一方で，市場取引のない財産も重要視するという結果が得られた。他
方で日本は商標において顕著に価値を置かないこと以外には，全般的に拘りがないという結
果が得られた。
次の報告は，曽根秀一先生による長期的な企業の経営を分析するテーマ（Studies	on	
Japanese	style	management	and	long-established	firms）である
12）
。世界の中で 200 年以上も
続いている企業は日本が最多で，3000 以上ある。他方で中国は 70 弱だということである。
このように長期的に企業が持続する背景について，大阪四天王寺を支える金剛組の事例を紹
介し，説明された。家を守るための仕組みとしての養子制度や競争制度などが考慮されてい
ると紹介された。
これらの二つの報告は，ともに長期的持続的に存在する企業そして企業の経営，企業の背
景について分析を行っている点で特徴的である。
10）	　文末資料 8 を参照
11）	　文末資料 9 を参照
12）	　文末資料 10 を参照
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第二セッションの報告が終了し，その後質問者・討論者のコメントを求めることになった。
最初に，荒井信幸先生から，孫先生のご報告に対して，複雑な関係にある問題をコンパク
トかつクリアに定式化されたことに対する評価がなされた。しかし（報告時間が短いことが
原因だが）相互的な関係が理解できないので，後で議論したい旨の申出があった。
次に，足立基浩先生からは，特に盖先生のご報告に対して興味深いというご指摘と，張先
生の報告に関する重要性が日本においても共有される旨のご指摘があった。
次に，岡田真理子先生からは，張先生のご報告に対して，労働市場と女性就業に関する状
況の把握やアベノミクスの中での女性就業の重要性の認識について共感できるものと評価さ
れた後で，労働市場の制度的支援のみならず，社会制度の支援も必要である旨のご発言があっ
た。
次に，吉村典久先生からは，柳先生のご報告に対して，日本では高学歴であっても零細小
売業を継承する事例などもあるが，アジアなどではこのような事例はないと推測する。この
背景などについて教示いただきたい旨のご発言があった。
さらに，荒井信幸先生から，曽根先生のご報告に対して興味深いと言うご指摘と，日本的
経営と家族経営との類似性と相違性を教示してほしい旨のご要望とがあった。
その後，山東大学の張先生から，岡田先生のコメントに対する謝意が表され，社会福祉政
策的な問題の重要性を共有する旨のご発言があった。
そして山東大学の孫先生からは，金澤先生のご報告に対して興味があるというご感想と，
ゲーム理論の利用可能性などについてご質問があった。
「挨拶（閉会）」
研究会の最後に，和歌山大学経済学部を代表して，クパニ先生から次のような内容の挨拶
があった。
海外の多くの大学の交流協定がある中で，山東大学経済学院との関係が最も重要である。
今後もこの関係を継続したい。遺憾だったのは，共同研究会と謳っているが，共同会であり，
共同的に研究を行っているわけではない。今後具体的に共同的な研究が行われることを期待
する。
山東大学経済学院からは，張乃麗先生が次のような内容の挨拶をされた。
この 10 年間の継続的な交流活動を支えるのは，教員の尽力とともに事務の方の尽力も存
在する。お礼を申しあげる。キーワードの「持続」がふさわしい言葉であろう。日中経済の
困難性について今後も持続的に関わっていく必要がある。（クパニ先生が指摘されたように）
共同研究ではないかもしれないが，人と人との交流から何かが期待できるだろう。
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おわりに
この場をお借りして，山東大学経済学院，和歌山大学経済学部の報告者の皆様，質問者・
討論者の皆様にまずは，共同研究会でのご発表やご発言についての本報告での利用に関して
快諾いただいたことに対してお礼を申し上げる。続いて共同研究会を成功させるために，準
備から後片付けまで細やかなお心配りを頂いた，経済学会の皆様にもお礼を申し上げる。本
報告をまとめるためには教育研究支援室のビデオ撮影が必須であった。このことについても
お礼を申し上げる。
クパニ先生の，この共同研究会の最後の挨拶にもあったように，今後の交流の可能性が重
要であると思われる。そして研究者に余裕があれば，その萌芽のいくつかは指摘できよう。
例えば，孫先生と金澤先生の環境汚染問題への理論と実証での共同研究を始め，可能性は高
いと思われる。しかし張先生から指摘いただいたように，それぞれの研究者が多大な費用を
負担しないことも重要であろう。日本も中国も，また世界の他の国も大学に向けられる厳し
い視線が存在する。その中でも，しかし「持続性」という問題は存在する。その問題を解決
するために，両大学の研究者がより近い接点を追求することは可能であろうし，それを期待
せざるを得ない。
そしてそのためには研究者という人間の交流が重要であることは言うまでもない。平成
27 年度は和歌山大学経済学部の研究者が山東大学を訪問する予定である。
The Report on the Workshop with Shandong University
Shujiro ABE
Abstract
This paper is a report on the workshop with Shandong University, which was held on 
December 18, 2014. The theme of the workshop is ‘Sustainability of Economy and 
Economic Environment’.
  The paper is in three parts. Firstly, it introduces addresses by the president of Wakayama 
University and deans of both universities. Secondly, it introduces the individual topics 
discussed by scholars of both universities. Thirdly, it introduces similar topics (regarding 
Environment, Labor, and Family Business), and comments by Wakayama University staff.
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